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(57)【要約】
【課題】第一係合装置及び第二係合装置の双方が滑り係
合状態であって回転電機が発電中の状態である場合に、
必要とされる発電量を確保しながら、回転電機及びイン
バータを流れる電流によりこれらが過熱することを抑制
できる制御装置の実現。
【解決手段】第一係合装置及び第二係合装置の双方が滑
り係合状態であって回転電機が発電中の状態で、回転電
機の回転速度が目標回転速度に近づくように回転電機の
出力トルクを制御する発電回転速度制御を実行する発電
回転速度制御部を備え、発電回転速度制御部は、回転電
機の温度及びインバータの温度の少なくとも一方の監視
対象温度に基づいて目標回転速度を決定すると共に、回
転電機の発電量を目標発電量に維持する発電量維持制御
を実行する制御装置。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関に駆動連結される入力部材と車輪に駆動連結される出力部材とを結ぶ動力伝達
経路に、前記入力部材の側から、第一係合装置、回転電機、第二係合装置、の順に設けら
れた車両用駆動装置を制御対象とする制御装置であって、
　前記第一係合装置及び前記第二係合装置の双方が滑り係合状態であって前記回転電機が
発電中の状態で、前記回転電機の回転速度が目標回転速度に近づくように前記回転電機の
出力トルクを制御する発電回転速度制御を実行する発電回転速度制御部を備え、
　前記発電回転速度制御部は、前記発電回転速度制御において、前記回転電機の温度及び
インバータの温度の少なくとも一方を監視対象温度として監視し、当該監視対象温度に基
づいて前記目標回転速度を決定すると共に、前記発電回転速度制御中の前記回転電機の発
電量を目標発電量に維持する発電量維持制御を実行する制御装置。
【請求項２】
　前記発電回転速度制御部は、前記監視対象温度が予め定められた制御温度領域内である
場合には、前記監視対象温度が高くなるに従って高い値となるように前記目標回転速度を
決定する請求項１に記載の制御装置。
【請求項３】
　前記発電回転速度制御部は、前記監視対象温度が、予め定められた許容上限温度となっ
た場合に、前記目標発電量に応じて規定された回転速度であって、前記回転電機の運転時
間に関わらず前記監視対象温度が前記許容上限温度を超えない回転速度である温度均衡回
転速度まで、前記目標回転速度を増加させる請求項１又は２に記載の制御装置。
【請求項４】
　前記発電回転速度制御部は、前記回転電機の温度に基づく第一目標回転速度と、前記イ
ンバータの温度に基づく第二目標回転速度とを決定し、前記第一目標回転速度及び前記第
二目標回転速度のいずれか高い方に基づいて前記目標回転速度を決定する請求項１から３
のいずれか一項に記載の制御装置。
【請求項５】
　前記発電回転速度制御部は、前記監視対象温度が予め定められた制御温度領域の下限値
未満である場合には、前記目標発電量を確保可能な下限回転速度を、前記目標回転速度に
決定する請求項１から４のいずれか一項に記載の制御装置。
【請求項６】
　前記発電回転速度制御部は、前記発電量維持制御において、前記目標回転速度と前記目
標発電量とに基づいて前記回転電機に出力させるべき目標のトルクを決定し、当該目標の
トルクに基づいて、第一係合装置の伝達トルク、第二係合装置の伝達トルク、及び前記内
燃機関の出力トルクのいずれか１つ以上を制御する請求項１から５のいずれか一項に記載
の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関に駆動連結される入力部材と車輪に駆動連結される出力部材とを結
ぶ動力伝達経路に、前記入力部材の側から、第一係合装置、回転電機、第二係合装置、の
順に設けられた車両用駆動装置を制御対象とする制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関及び回転電機を駆動力源として備えるハイブリッド車両用の駆動装置として、
例えば、下記の特許文献１に記載された装置が既に知られている。このハイブリッド車両
には、トルクコンバータのように駆動力源の回転速度を吸収する要素が備えられていない
。このため、特許文献１に記載の技術では、駆動装置に備えられている第一係合装置及び
第二係合装置を、車両の発進時や極低速走行時や内燃機関の始動時などにおいて滑り係合
状態に制御して、各駆動力源の回転速度と車輪の回転速度との間に回転速度差があっても
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、駆動力を伝達可能に構成している。
【０００３】
　また、特許文献１の技術は、第二係合装置に加えて、第一係合装置も滑り係合状態に制
御するように構成されている。これにより、第一係合装置のスリップ量の分、内燃機関の
回転速度に対して回転電機の回転速度が低下されて、第二係合装置のスリップ量が減少さ
れる。この第二係合装置のスリップ量の減少分、第二係合装置の発熱量が減少し、過熱に
よる第二係合装置の劣化を抑制することができる。
【０００４】
　しかしながら、バッテリの充電量が低く、電力消費量が大きい場合など、内燃機関の駆
動力を用いた回転電機の発電が必要な場合に、第一係合装置が滑り係合状態にされ、回転
電機の回転速度が低下されると、必要とされる発電量を確保するために、回転速度の低下
量に応じて回転電機に出力させる回生トルクの大きさ（絶対値）を増加させる必要がある
。回生トルクの大きさが増加されると、回転電機のコイルに流れる電流が増加し、コイル
の発熱量が増加する。これによりコイル温度が上昇し、所定の許容上限値を上回るとコイ
ルの劣化が進行する恐れが生じる。また、回転電機に流れる電流が増加すると、回転電機
を制御するインバータの発熱量も増加する。これによりインバータ温度が上昇し、所定の
許容上限値を上回るとインバータの劣化が進行する恐れが生じる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－７０９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、第一係合装置及び第二係合装置の双方が滑り係合状態であって回転電機が発電
中の状態である場合に、必要とされる発電量を確保しながら、回転電機及びインバータを
流れる電流によりこれらが過熱することを抑制できる制御装置が求められる。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る、内燃機関に駆動連結される入力部材と車輪に駆動連結される出力部材と
を結ぶ動力伝達経路に、前記入力部材の側から、第一係合装置、回転電機、第二係合装置
、の順に設けられた車両用駆動装置を制御対象とする制御装置の特徴構成は、前記第一係
合装置及び前記第二係合装置の双方が滑り係合状態であって前記回転電機が発電中の状態
で、前記回転電機の回転速度が目標回転速度に近づくように前記回転電機の出力トルクを
制御する発電回転速度制御を実行する発電回転速度制御部を備え、前記発電回転速度制御
部は、前記発電回転速度制御において、前記回転電機の温度及びインバータの温度の少な
くとも一方を監視対象温度として監視し、当該監視対象温度に基づいて前記目標回転速度
を決定すると共に、前記発電回転速度制御中の前記回転電機の発電量を目標発電量に維持
する発電量維持制御を実行する点にある。
【０００８】
　なお、本願において「回転電機」は、モータ（電動機）、ジェネレータ（発電機）、及
び必要に応じてモータ及びジェネレータの双方の機能を果たすモータ・ジェネレータのい
ずれをも含む概念として用いている。
　また、本願において、「駆動連結」とは、２つの回転要素が駆動力を伝達可能に連結さ
れた状態を指し、当該２つの回転要素が一体的に回転するように連結された状態、或いは
当該２つの回転要素が一又は二以上の伝動部材を介して駆動力を伝達可能に連結された状
態を含む概念として用いている。このような伝動部材としては、回転を同速で又は変速し
て伝達する各種の部材が含まれ、例えば、軸、歯車機構、ベルト、チェーン等が含まれる
。また、このような伝動部材として、回転及び駆動力を選択的に伝達する係合装置、例え
ば摩擦係合装置や噛み合い式係合装置等が含まれていてもよい。
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【０００９】
　上記の特徴構成によれば、回転電機の発電中かつ第一係合装置及び第二係合装置の双方
が滑り係合状態で、発電回転速度制御が実行される。この状態では、第一係合装置の係合
部材間の回転速度差の分だけ、回転電機の回転速度が内燃機関の回転速度より低下される
。この場合であっても、発電量維持制御により、回転電機の回転速度の低下量に応じて回
転電機の回生トルクの大きさが増加され、回転電機の発電量を、必要とされる目標発電量
に維持することができる。
　一方、回生トルクの大きさの増加により、回転電機の温度及びインバータの温度が上昇
する。そこで上記の特徴構成のように、回転電機の温度及びインバータの温度の少なくと
も一方を監視対象温度として監視し、当該監視対象温度に基づいて目標回転速度を決定す
ることで、監視対象温度が上昇しすぎないように、回転電機の目標回転速度を増加させて
、発電量維持制御により回生トルクの大きさを減少させることができる。よって、必要と
される発電量を確保しながら、監視対象温度の上昇を抑制することができ、回転電機又は
インバータ（若しくはその両方；以下同様）の過熱を抑制することができる。
【００１０】
　或いは、監視対象温度が低い場合に、回転電機の目標回転速度を減少させて、発電量維
持制御により回生トルクの大きさを増加させることができる。すなわち、例えば回転電機
又はインバータが過熱する恐れがない範囲内で、回転電機の目標回転速度を減少させるこ
とができ、第二係合装置の係合部材間の回転速度差を低減してその発熱を抑制することが
できる。
【００１１】
　また、第一係合装置及び第二係合装置の双方が滑り係合状態であるので、内燃機関の回
転速度及び車輪の回転速度を変化させることなく、回転電機の目標回転速度を増減させる
ことができる。よって、発電回転速度制御による監視対象温度の制御性を高くすることが
できる。
【００１２】
　ここで、前記発電回転速度制御部は、前記監視対象温度が予め定められた制御温度領域
内である場合には、前記監視対象温度が高くなるに従って高い値となるように前記目標回
転速度を決定すると好適である。
【００１３】
　この構成によれば、監視対象温度が高くなるに従って目標回転速度が大きく増加され、
回生トルクの大きさがより小さくされるので、監視対象温度が高いほど回転電機又はイン
バータの発熱量を有効に減少させることができる。よって、監視対象温度が高くなるに従
ってその温度上昇をより確実に抑制することができる。従って、監視対象温度が所定の温
度を超えることを有効に抑制することができる。
【００１４】
　ここで、前記発電回転速度制御部は、前記監視対象温度が、予め定められた許容上限温
度となった場合に、前記目標発電量に応じて規定された回転速度であって、前記回転電機
の運転時間に関わらず前記監視対象温度が前記許容上限温度を超えない回転速度である温
度均衡回転速度まで、前記目標回転速度を増加させると好適である。
【００１５】
　この構成によれば、監視対象温度が許容上限温度となった場合に、監視対象温度が定常
的に許容上限温度となる温度均衡回転速度まで回転電機の回転速度が上昇されるので、監
視対象温度が許容上限温度を超えることを抑制できる。よって、回転電機又はインバータ
の劣化の進行を抑制することができる。
【００１６】
　また、前記発電回転速度制御部は、前記回転電機の温度に基づく第一目標回転速度と、
前記インバータの温度に基づく第二目標回転速度とを決定し、前記第一目標回転速度及び
前記第二目標回転速度のいずれか高い方に基づいて前記目標回転速度を決定する構成とす
ると好適である。
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【００１７】
　この構成によれば、回転電機の温度及びインバータの温度に基づいて発電量維持制御中
における目標回転速度を適切に決定することができ、回転電機及びインバータの双方の過
熱を抑制することができる。
【００１８】
　また、前記発電回転速度制御部は、前記監視対象温度が予め定められた制御温度領域の
下限値未満である場合には、前記目標発電量を確保可能な下限回転速度を、前記目標回転
速度に決定すると好適である。
【００１９】
　この構成よれば、監視対象温度が下限値未満である場合には、回転電機の回転速度を、
目標発電量を確保できる下限まで低下させることができ、第二係合装置の係合部材間の回
転速度差を減少させることができる。よって、第二係合装置の滑り係合状態における発熱
を低減することができ、第二係合装置の過熱を抑制することができる。
【００２０】
　また、前記発電回転速度制御部は、前記発電量維持制御において、前記目標回転速度と
前記目標発電量とに基づいて前記回転電機に出力させるべき目標のトルクを決定し、当該
目標のトルクに基づいて、第一係合装置の伝達トルク、第二係合装置の伝達トルク、及び
前記内燃機関の出力トルクのいずれか１つ以上を制御すると好適である。
【００２１】
　この構成よれば、第一係合装置の伝達トルク、第二係合装置の伝達トルク、及び内燃機
関の出力トルクのいずれか１つ以上を制御することで、回転電機の慣性系に外部から作用
するトルクを、回転電機に出力させるべき目標のトルクの増減分だけ変化させることがで
きる。この外部作用トルクの増減による回転電機の回転速度の変化を打ち消すため、回転
電機の回転速度制御により、回転電機の出力トルクが、回転電機に出力させるべき目標の
トルクの増減分だけ自動的に増減される。よって、回転電機の出力トルクを、間接的に回
転電機に出力させるべき目標のトルクの増減分だけ変化させることができ、回転電機の発
電量を目標発電量に維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の実施形態に係る車両用駆動装置及び制御装置の概略構成を示す模式図で
ある。
【図２】本発明の実施形態に係る制御装置の構成を示すブロック図である。
【図３】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を示すタイミングチャートである。
【図４】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を説明する図である。
【図５】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を説明する図である。
【図６】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を説明する図である。
【図７】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を説明する図である。
【図８】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を説明する図である。
【図９】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を説明する図である。
【図１０】本発明の実施形態に係る発電回転速度制御部の構成を示すブロック図である。
【図１１】本発明の実施形態に係る発電回転速度制御部の構成を示すブロック図である。
【図１２】本発明の実施形態に係る制御装置の処理を示すタイミングチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明に係る制御装置３０の実施形態について、図面を参照して説明する。図１は、本
実施形態に係る車両用駆動装置１及び制御装置３０の概略構成を示す模式図である。この
図において、実線は駆動力の伝達経路を示し、破線は作動油の供給経路を示し、一点鎖線
は信号の伝達経路を示している。この図に示すように、本実施形態に係る車両用駆動装置
１は、概略的には、エンジンＥ及び回転電機ＭＧを駆動力源として備え、これらの駆動力
源の駆動力を、動力伝達機構を介して車輪Ｗへ伝達する構成となっている。車両用駆動装
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置１には、エンジンＥに駆動連結されるエンジン出力軸Ｅｏと車輪Ｗに駆動連結される出
力軸Ｏとを結ぶ動力伝達経路２に、エンジン出力軸Ｅｏの側から、第一係合装置ＣＬ１、
回転電機ＭＧ、第二係合装置ＣＬ２、の順に設けられている。ここで、第一係合装置ＣＬ
１は、その係合状態に応じて、エンジンＥと回転電機ＭＧとの間の駆動連結を断接する。
第二係合装置ＣＬ２は、その係合状態に応じて、回転電機ＭＧと車輪Ｗとの間の駆動連結
を断接する。本実施形態に係る車両用駆動装置１には、回転電機ＭＧと車輪Ｗとの間の動
力伝達経路２に変速機構ＴＭが備えられている。そして、第二係合装置ＣＬ２は、変速機
構ＴＭに備えられた複数の係合装置の中の１つとされている。
　なお、エンジン出力軸Ｅｏが、本発明における「入力部材」であり、出力軸Ｏが、本発
明における「出力部材」である。
【００２４】
　ハイブリッド車両には、車両用駆動装置１を制御対象とする制御装置３０が備えられて
いる。本実施形態に係わる制御装置３０は、回転電機ＭＧの制御を行う回転電機制御ユニ
ット３２と、変速機構ＴＭ、第一係合装置ＣＬ１、及び第二係合装置ＣＬ２の制御を行う
動力伝達制御ユニット３３と、これらの制御装置を統合して車両用駆動装置１の制御を行
う車両制御ユニット３４と、を有している。また、ハイブリッド車両には、エンジンＥの
制御を行うエンジン制御装置３１も備えられている。
【００２５】
　制御装置３０は、図２に示すように、発電回転速度制御部４７を備えている。発電回転
速度制御部４７は、第一係合装置ＣＬ１及び第二係合装置ＣＬ２の双方が滑り係合状態で
あって回転電機ＭＧが発電中の状態で、回転電機ＭＧの回転速度ωｍが目標回転速度ωｍ
ｏに近づくように回転電機ＭＧの出力トルクＴｍを制御する発電回転速度制御を実行する
。
　そして、発電回転速度制御部４７は、発電回転速度制御において、回転電機ＭＧの温度
としてのコイル温度Ｔｃ及びインバータＩＮの温度Ｔｉｎの少なくとも一方を監視対象温
度として監視し、当該監視対象温度に基づいて目標回転速度ωｍｏを決定すると共に、発
電回転速度制御中の回転電機ＭＧの発電量Ｗｇを目標発電量Ｗｇｏに維持する発電量維持
制御を実行する点に特徴を有している。
　以下、本実施形態に係る車両用駆動装置１及び制御装置３０について、詳細に説明する
。
【００２６】
１．車両用駆動装置１の構成
　まず、本実施形態に係るハイブリッド車両の車両用駆動装置１の構成について説明する
。図１に示すように、ハイブリッド車両は、車両の駆動力源としてエンジンＥ及び回転電
機ＭＧを備え、これらのエンジンＥと回転電機ＭＧとが直列に駆動連結されるパラレル方
式のハイブリッド車両となっている。ハイブリッド車両は、変速機構ＴＭを備えており、
当該変速機構ＴＭにより、中間軸Ｍに伝達されたエンジンＥ及び回転電機ＭＧの回転速度
を変速すると共にトルクを変換して出力軸Ｏに伝達する。
【００２７】
　エンジンＥは、燃料の燃焼により駆動される内燃機関であり、例えば、ガソリンエンジ
ンやディーゼルエンジンなどの公知の各種エンジンを用いることができる。本例では、エ
ンジンＥのクランクシャフト等のエンジン出力軸Ｅｏが、第一係合装置ＣＬ１を介して、
回転電機ＭＧに駆動連結された入力軸Ｉと選択的に駆動連結される。すなわち、エンジン
Ｅは、摩擦係合要素である第一係合装置ＣＬ１を介して回転電機ＭＧに選択的に駆動連結
される。なお、エンジン出力軸Ｅｏが、ダンパ等の他の部材を介して第一係合装置ＣＬ１
の入力部材に駆動連結された構成としても好適である。
【００２８】
　回転電機ＭＧは、非回転部材に固定されたステータと、このステータの径方向内側に回
転自在に支持されたロータと、を有している。ステータには、コイルが巻装されている。
この回転電機ＭＧのロータは、入力軸Ｉ及び中間軸Ｍと一体回転するように駆動連結され
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ている。すなわち、本実施形態においては、入力軸Ｉ及び中間軸ＭにエンジンＥ及び回転
電機ＭＧの双方が駆動連結される構成となっている。回転電機ＭＧのコイルは、直流交流
変換を行うインバータＩＮを介して蓄電装置としてのバッテリＢＴに電気的に接続されて
いる。そして、回転電機ＭＧは、電力の供給を受けて動力を発生するモータ（電動機）と
しての機能と、動力の供給を受けて電力を発生するジェネレータ（発電機）としての機能
と、を果たすことが可能とされている。すなわち、回転電機ＭＧは、インバータＩＮを介
してバッテリＢＴからの電力供給を受けて力行し、或いはエンジンＥや車輪Ｗから伝達さ
れる回転駆動力により発電した電力を、インバータＩＮを介してバッテリＢＴに蓄電（充
電）する。なお、バッテリＢＴは蓄電装置の一例であり、キャパシタなどの他の蓄電装置
を用い、或いは複数種類の蓄電装置を併用することも可能である。なお、以下では回転電
機ＭＧによる発電を回生又は回生発電と称し、発電中に回転電機ＭＧが出力する負トルク
を回生トルクと称する。回転電機要求トルクＴｍｏが負トルクの場合には、回転電機ＭＧ
は、エンジンＥや車輪Ｗから伝達される回転駆動力により発電しつつ回生トルクを出力す
る状態となる。
【００２９】
　中間軸Ｍには、変速機構ＴＭが駆動連結されている。本実施形態では、変速機構ＴＭは
、変速比の異なる複数の変速段を有する有段の自動変速装置である。変速機構ＴＭは、こ
れら複数の変速段を形成するため、遊星歯車機構等の歯車機構と複数の係合装置とを備え
ている。本実施形態では、複数の係合装置の中の一つが、第二係合装置ＣＬ２である。こ
の変速機構ＴＭは、各変速段の変速比で、中間軸Ｍの回転速度を変速するとともにトルク
を変換して、出力軸Ｏへ伝達する。変速機構ＴＭから出力軸Ｏへ伝達されたトルクは、出
力用差動歯車装置ＤＦを介して左右二つの車軸に分配されて伝達され、各車軸に駆動連結
された車輪Ｗに伝達される。ここで、変速比は、変速機構ＴＭにおいて各変速段が形成さ
れた場合の、出力軸Ｏの回転速度に対する中間軸Ｍの回転速度の比であり、本願では中間
軸Ｍの回転速度を出力軸Ｏの回転速度で除算した値である。すなわち、中間軸Ｍの回転速
度を変速比で除算した回転速度が、出力軸Ｏの回転速度になる。また、中間軸Ｍから変速
機構ＴＭに伝達されるトルクに、変速比を乗算したトルクが、変速機構ＴＭから出力軸Ｏ
に伝達されるトルクになる。
【００３０】
　本例では、変速機構ＴＭの複数の係合装置（第二係合装置ＣＬ２を含む）、及び第一係
合装置ＣＬ１は、それぞれ摩擦材を有して構成されるクラッチやブレーキ等の摩擦係合要
素である。これらの摩擦係合要素は、供給される油圧を制御することによりその係合圧を
制御して伝達トルク容量の増減を連続的に制御することが可能とされている。このような
摩擦係合要素としては、例えば湿式多板クラッチや湿式多板ブレーキ等が好適に用いられ
る。
【００３１】
　摩擦係合要素は、その係合部材間の摩擦により、係合部材間でトルクを伝達する。摩擦
係合要素の係合部材間に回転速度差（滑り）がある場合は、動摩擦により回転速度の大き
い方の部材から小さい方の部材に伝達トルク容量の大きさのトルク（以下、スリップ伝達
トルク、又は伝達トルクという）が伝達される。摩擦係合要素の係合部材間に回転速度差
（滑り）がない場合は、摩擦係合要素は、伝達トルク容量の大きさを上限として、静摩擦
により摩擦係合要素の係合部材間に作用するトルクを伝達する。ここで、伝達トルク容量
とは、摩擦係合要素が摩擦により伝達することができる最大のトルクの大きさである。伝
達トルク容量の大きさは、摩擦係合要素の係合圧に比例して変化する。係合圧とは、入力
側係合部材（摩擦板）と出力側係合部材（摩擦板）とを相互に押し付け合う圧力である。
本実施形態では、係合圧は、供給されている油圧の大きさに比例して変化する。すなわち
、本実施形態では、伝達トルク容量の大きさは、摩擦係合要素に供給されている油圧の大
きさに比例して変化する。
【００３２】
　各摩擦係合要素は、リターンばねを備えており、ばねの反力により解放側に付勢されて
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いる。そして、各摩擦係合要素の油圧シリンダに供給される油圧により生じる力がばねの
反力を上回ると、各摩擦係合要素に伝達トルク容量が生じ始め、各摩擦係合要素は、解放
状態から係合状態に変化する。この伝達トルク容量が生じ始めるときの油圧を、ストロー
クエンド圧と称す。各摩擦係合要素は、供給される油圧がストロークエンド圧を上回った
後、油圧の増加に比例して、その伝達トルク容量が増加するように構成されている。
【００３３】
　本実施形態において、係合状態とは、摩擦係合要素に伝達トルク容量が生じている状態
であり滑り係合状態と直結係合状態とが含まれる。解放状態とは、摩擦係合要素に伝達ト
ルク容量が生じていない状態である。また、滑り係合状態とは、摩擦係合要素の係合部材
間に回転速度差（滑り）がある係合状態であり、直結係合状態とは、摩擦係合要素の係合
部材間に回転速度差（滑り）がない係合状態である。また、非直結係合状態とは、直結係
合状態以外の係合状態であり、解放状態と滑り係合状態とが含まれる。
【００３４】
２．油圧制御系の構成
　車両用駆動装置１の油圧制御系は、機械式や電動式の油圧ポンプから供給される作動油
の油圧を所定圧に調整するための油圧制御装置ＰＣを備えている。ここでは詳しい説明を
省略するが、油圧制御装置ＰＣは、油圧調整用のリニアソレノイド弁からの信号圧に基づ
き一又は二以上の調整弁の開度を調整することにより、当該調整弁からドレインする作動
油の量を調整して作動油の油圧を一又は二以上の所定圧に調整する。所定圧に調整された
作動油は、それぞれ必要とされるレベルの油圧で、変速機構ＴＭ、並びに第一係合装置Ｃ
Ｌ１や第二係合装置ＣＬ２の各摩擦係合要素等に供給される。
【００３５】
３．制御装置３０の構成
　次に、車両用駆動装置１の制御を行う制御装置３０及びエンジン制御装置３１の構成に
ついて、図２を参照して説明する。
　制御装置３０の制御ユニット３２～３４及びエンジン制御装置３１は、ＣＰＵ等の演算
処理装置を中核部材として備えるとともに、当該演算処理装置からデータを読み出し及び
書き込みが可能に構成されたＲＡＭ（ランダム・アクセス・メモリ）や、演算処理装置か
らデータを読み出し可能に構成されたＲＯＭ（リード・オンリ・メモリ）等の記憶装置等
を有して構成されている。そして、制御装置のＲＯＭ等に記憶されたソフトウェア（プロ
グラム）又は別途設けられた演算回路等のハードウェア、或いはそれらの両方により、制
御装置３０の各機能部４１～４７などが構成されている。また、制御装置３０の制御ユニ
ット３２～３４及びエンジン制御装置３１は、互いに通信を行うように構成されており、
センサの検出情報及び制御パラメータ等の各種情報を共有するとともに協調制御を行い、
各機能部４１～４７の機能が実現される。
【００３６】
　また、車両用駆動装置１は、センサＳｅ１～Ｓｅ５を備えており、各センサから出力さ
れる電気信号は制御装置３０及びエンジン制御装置３１に入力される。制御装置３０及び
エンジン制御装置３１は、入力された電気信号に基づき各センサの検出情報を算出する。
　エンジン回転速度センサＳｅ１は、エンジン出力軸Ｅｏ（エンジンＥ）の回転速度を検
出するためのセンサである。エンジン制御装置３１は、エンジン回転速度センサＳｅ１の
入力信号に基づいてエンジンＥの回転速度ωｅを検出する。
　入力回転速度センサＳｅ２は、入力軸Ｉ及び中間軸Ｍの回転速度を検出するためのセン
サである。入力軸Ｉ及び中間軸Ｍには回転電機ＭＧのロータが一体的に駆動連結されてい
るので、制御装置３０は、入力回転速度センサＳｅ２の入力信号に基づいて回転電機ＭＧ
の回転速度ωｍ、並びに入力軸Ｉ及び中間軸Ｍの回転速度を検出する。
　出力回転速度センサＳｅ３は、出力軸Ｏの回転速度を検出するためのセンサである。制
御装置３０は、出力回転速度センサＳｅ３の入力信号に基づいて出力軸Ｏの回転速度を検
出する。また、出力軸Ｏの回転速度は車速に比例するため、制御装置３０は、出力回転速
度センサＳｅ３の入力信号に基づいて車速を算出する。



(9) JP 2013-35418 A 2013.2.21

10

20

30

40

50

【００３７】
　また、アクセル開度検出センサＳｅ４は、運転者により操作されるアクセルペダルＡＰ
の操作量を検出することによりアクセル開度を検出するためのセンサである。制御装置３
０は、アクセル開度検出センサＳｅ４の入力信号に基づいてアクセル開度を検出する。
　バッテリ充電状態検出センサＳｅ５は、バッテリＢＴの充電状態を検出するためのセン
サである。本実施形態では、バッテリ充電状態検出センサＳｅ５は、バッテリ電圧を検出
するための電圧センサ、バッテリ電流を検出するための電流センサ、及びバッテリ温度を
検出するための温度センサなどから構成されたセンサである。制御装置３０は、バッテリ
充電状態検出センサＳｅ５の入力信号に基づいて、バッテリＢＴの充電量を推定する。
【００３８】
３－１．エンジン制御装置３１
　エンジン制御装置３１は、エンジンＥの動作制御を行うエンジン制御部４１を備えてい
る。本実施形態では、エンジン制御部４１は、車両制御ユニット３４からエンジン要求ト
ルクが指令されている場合は、車両制御ユニット３４から指令されたエンジン要求トルク
を出力トルク指令値に設定し、エンジンＥが出力トルク指令値のトルクを出力するように
制御するトルク制御を行う。また、エンジン制御装置３１は、エンジン始動要求があった
場合は、エンジンＥの燃焼開始が指令されたと判定して、エンジンＥへの燃料供給及び点
火を開始するなどして、エンジンＥの燃焼を開始する制御を行う。
【００３９】
３－２．動力伝達制御ユニット３３
　動力伝達制御ユニット３３は、変速機構ＴＭの制御を行う変速機構制御部４３と、第一
係合装置ＣＬ１の制御を行う第一係合装置制御部４４と、スリップ制御中に第二係合装置
ＣＬ２の制御を行う第二係合装置制御部４５と、を備えている。
【００４０】
３－２－１．変速機構制御部４３
　変速機構制御部４３は、変速機構ＴＭに変速段を形成する制御を行う。変速機構制御部
４３は、車速、アクセル開度、及びシフト位置などのセンサ検出情報に基づいて変速機構
ＴＭにおける目標変速段を決定する。そして、変速機構制御部４３は、油圧制御装置ＰＣ
を介して変速機構ＴＭに備えられた複数の係合装置に供給される油圧を制御することによ
り、各係合装置を係合又は解放して目標とされた変速段を変速機構ＴＭに形成させる。具
体的には、変速機構制御部４３は、油圧制御装置ＰＣに各係合装置の目標油圧（指令圧）
を指令し、油圧制御装置ＰＣは、指令された目標油圧（指令圧）の油圧を各係合装置に供
給する。
【００４１】
３－２－２．第一係合装置制御部４４
　第一係合装置制御部４４は、第一係合装置ＣＬ１の係合状態を制御する。本実施形態で
は、第一係合装置制御部４４は、第一係合装置ＣＬ１の伝達トルク容量が、車両制御ユニ
ット３４から指令された第一目標トルク容量Ｔ１ｏに一致するように、油圧制御装置ＰＣ
を介して第一係合装置ＣＬ１に供給される油圧を制御する。具体的には、第一係合装置制
御部４４は、第一目標トルク容量Ｔ１ｏに基づき設定した目標油圧（指令圧）を、油圧制
御装置ＰＣに指令し、油圧制御装置ＰＣは、指令された目標油圧（指令圧）の油圧を第一
係合装置ＣＬ１に供給する。
【００４２】
３－２－３．第二係合装置制御部４５
　第二係合装置制御部４５は、スリップ制御中に第二係合装置ＣＬ２の係合状態を制御す
る。本実施形態では、第二係合装置ＣＬ２は、変速機構ＴＭの変速段を形成している複数
又は単数の係合装置の一つとされる。
　本実施形態では、第二係合装置制御部４５は、第二係合装置ＣＬ２の伝達トルク容量が
、車両制御ユニット３４から指令された第二目標トルク容量Ｔ２ｏに一致するように、油
圧制御装置ＰＣを介して第二係合装置ＣＬ２に供給される油圧を制御する。具体的には、
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第二係合装置制御部４５は、第二目標トルク容量Ｔ２ｏに基づき設定した目標油圧（指令
圧）を、油圧制御装置ＰＣに指令し、油圧制御装置ＰＣは、指令された目標油圧（指令圧
）の油圧を第二係合装置ＣＬ２に供給する。
【００４３】
３－３．回転電機制御ユニット３２
　回転電機制御ユニット３２は、回転電機ＭＧの動作制御を行う回転電機制御部４２を備
えている。本実施形態では、回転電機制御部４２は、車両制御ユニット３４から指令され
た回転電機要求トルクＴｍｏを出力トルク指令値に設定し、回転電機ＭＧが出力トルク指
令値のトルクを出力するように制御するトルク制御を行う。具体的には、回転電機制御部
４２は、インバータＩＮが備える複数のスイッチング素子をオンオフ制御することにより
、回転電機ＭＧの出力トルクＴｍを制御する。
【００４４】
　回転電機制御部４２は、回転電機ＭＧのコイル温度Ｔｃ及びインバータ温度Ｔｉｎを、
回転電機ＭＧ及びインバータＩＮを流れる電流Ｉｃなどに基づいて推定するように構成さ
れている。回転電機制御部４２は、コイルの熱容量、インバータＩＮの熱容量による応答
遅れを考慮して温度を推定する。そして、推定したコイル温度Ｔｃ、インバータ温度Ｔｉ
ｎを他の制御ユニットに伝達可能に構成されている。或いは、コイル温度Ｔｃ、インバー
タ温度Ｔｉｎを温度センサの出力値に基づいて検出するように構成されてもよい。
【００４５】
３－４．車両制御ユニット３４
　車両制御ユニット３４は、エンジンＥ、回転電機ＭＧ、変速機構ＴＭ、第一係合装置Ｃ
Ｌ１、及び第二係合装置ＣＬ２等に対して行われる各種トルク制御、及び各係合装置の係
合制御等を車両全体として統合する制御を行う機能部を備えている。
【００４６】
　車両制御ユニット３４は、アクセル開度、車速、及びバッテリＢＴの充電量等に応じて
、中間軸Ｍ側から出力軸Ｏ側に伝達される目標駆動力である車両要求トルクＴｒｑ、回転
電機ＭＧによる発電量の目標値である目標発電量Ｗｇｏを算出するとともに、エンジンＥ
及び回転電機ＭＧの運転モードを決定する。そして、車両制御ユニット３４は、エンジン
Ｅに対して要求する出力トルクであるエンジン要求トルクＴｅｏ、回転電機ＭＧに対して
要求する出力トルクである回転電機要求トルクＴｍｏ、第一係合装置ＣＬ１に対して要求
する伝達トルク容量である第一目標トルク容量Ｔ１ｏ、及び第二係合装置ＣＬ２に対して
要求する伝達トルク容量である第二目標トルク容量Ｔ２ｏを算出し、それらを他の制御ユ
ニット３２、３３及びエンジン制御装置３１に指令して統合制御を行う機能部である。
　本実施形態では、車両制御ユニット３４は、回転電機ＭＧの発電中に第一係合装置ＣＬ
１及び第二係合装置ＣＬ２の双方を滑り係合状態に制御するスリップ制御を行うスリップ
制御部４６、及び発電回転速度制御を行う発電回転速度制御部４７を備えている。
　以下、スリップ制御部４６及び発電回転速度制御部４７について詳細に説明する。
【００４７】
３－４－１．スリップ制御部４６
　本実施形態では、後述する発電回転速度制御部４７の処理はスリップ制御中に実行され
るため、まず、発電回転速度制御部４７の処理の前提となるスリップ制御部４６によるス
リップ制御について説明する。
　本実施形態では、スリップ制御部４６は、エンジンＥの駆動力による回転電機ＭＧの発
電中に、第一係合装置ＣＬ１及び第二係合装置ＣＬ２の双方を滑り係合状態に制御するこ
とにより、エンジンＥの回転駆動を維持したままで、エンジンＥの駆動力を車輪Ｗにも伝
達して車両を駆動することができると共に、係合装置で生じる摩擦熱を各係合装置ＣＬ１
、ＣＬ２に分散させて各係合装置ＣＬ１、ＣＬ２の過熱を抑制することができる。すなわ
ち、スリップ制御部４６は、第二係合装置ＣＬ２を滑り係合状態に制御することにより、
第二係合装置ＣＬ２のスリップ伝達トルクを駆動力源から車輪Ｗに伝達して車両を駆動す
ることができる。また、スリップ制御部４６は、第一係合装置ＣＬ１を滑り係合状態に制
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御することより、エンジンＥの回転速度ωｅを維持したままで回転電機ＭＧの回転速度ω
ｍを低減することができる。これにより、第二係合装置ＣＬ２の摩擦熱を低減して、その
分を第一係合装置ＣＬ１に受け持たせることができる。
　また、バッテリＢＴの充電量が低く、エアコンディショナ等などの各種電動機の電力消
費量が大きい場合には、スリップ制御中も回転電機ＭＧの発電量Ｗｇを大きくする必要が
あり、目標発電量Ｗｇｏが大きく設定される。
【００４８】
　図３にスリップ制御中のタイムチャートの一例を示す。
　本実施形態では、車両制御ユニット３４は、バッテリＢＴの充電量が低く、電動機の電
力消費量が大きい場合のように、回転電機ＭＧによる発電が必要である状態であって、車
両が停止している状態の場合は、車両が停止している状態であってもエンジンＥを停止さ
せずに回転駆動させ、エンジンＥの回転駆動力で回転電機ＭＧに発電させる停車エンジン
発電モードを実行するように構成されている。この停車エンジン発電モードでは、第一係
合装置ＣＬ１は直結係合状態に制御され、第二係合装置ＣＬ２は解放状態に制御される。
よって、エンジンＥの駆動力は、回転電機ＭＧに伝達され、車輪Ｗに伝達されない。
　ここで、エンジンＥ及び回転電機ＭＧの目標回転速度は、目標発電量Ｗｇｏに基づいて
決定され、発電により回転電機ＭＧのコイル及びインバータＩＮの温度が上昇しすぎない
ような目標回転速度に設定される。
【００４９】
　車両制御ユニット３４は、停車エンジン発電モード中のように、車両が停止している状
態であって、第一係合装置ＣＬ１が直結係合状態に制御され、第二係合装置ＣＬ２が解放
状態に制御されると共に、エンジンＥの駆動力により回転電機ＭＧに発電させている状態
で、車両の加速要求があった場合に、スリップ制御部４６にスリップ制御を開始させる（
時刻ｔ１１）。
【００５０】
　スリップ制御部４６は、スリップ制御の開始後、第二係合装置ＣＬ２の第二目標トルク
容量Ｔ２ｏを車両要求トルクＴｒｑに応じて設定するトルク制御を開始し、第二係合装置
ＣＬ２を解放状態から滑り係合状態に移行させると共に、第二係合装置ＣＬ２のスリップ
伝達トルクにより、車両要求トルクＴｒｑに相当する大きさのトルクを車輪Ｗ側に伝達さ
せて車両の速度（出力軸Ｏの回転速度）を増加させる（時刻ｔ１１から時刻ｔ１５）。
【００５１】
　また、スリップ制御部４６は、スリップ制御の開始後、第一係合装置ＣＬ１を直結係合
状態から滑り係合状態に移行させるために、第一係合装置ＣＬ１の第一目標トルク容量Ｔ
１ｏを完全係合容量から次第に減少するスイープダウンを実行する。スリップ制御部４６
は、エンジンＥの回転速度ωｅと回転電機ＭＧの回転速度ωｍとの間に回転速度差が生じ
た場合に、第一係合装置ＣＬ１が滑り係合状態になったと判定し、第一係合装置ＣＬ１の
第一目標トルク容量Ｔ１ｏの減少を終了するとともに、エンジンＥの回転速度ωｅが目標
回転速度ωｍｏに近づくように第一目標トルク容量Ｔ１ｏを変化させるエンジン回転速度
制御を開始する（時刻ｔ１２）。
　なお、完全係合容量は、駆動力源から係合装置に伝達されるトルクが変動しても、滑り
のない係合状態を維持できる係合装置の伝達トルク容量である。本実施形態では、完全係
合容量は、駆動力源から係合装置に伝達されるトルクが最大となっても係合装置に滑りを
生じない伝達トルク容量に設定される。
【００５２】
　スリップ制御部４６は、第一係合装置ＣＬ１が滑り係合状態になったと判定した場合に
、発電回転速度制御部４７に発電回転速度制御を開始させる（時刻ｔ１２）。すなわち、
発電回転速度制御は、第一係合装置ＣＬ１及び第二係合装置ＣＬ２の双方が滑り係合状態
であって、回転電機ＭＧが発電中の状態である場合に実行される（時刻ｔ１２から時刻ｔ
１５）。
　発電回転速度制御部４７は、第一係合装置ＣＬ１を所定の回転速度差を有した滑り係合
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状態に維持するために、発電回転速度制御における回転電機ＭＧの目標回転速度ωｍｏを
エンジンＥの回転速度ωｅより低い回転速度に設定する。
　すなわち、発電回転速度制御部４７は、回転電機ＭＧが発電中の状態で当該回転電機Ｍ
Ｇの回転速度ωｍが、エンジンＥの回転速度ωｅより低い回転速度に設定された目標回転
速度ωｍｏに近づくように、回転電機ＭＧの出力トルクＴｍ（回生トルク）を制御する。
【００５３】
　本実施形態では、発電回転速度制御部４７は、エンジンＥの回転速度ωｅから所定値だ
け低い回転速度を基準回転速度ωｍｏｂとして設定する。そして、発電回転速度制御部４
７は、監視対象温度に基づいた目標回転速度ωｍｏの増加補正が必要ない場合は、基準回
転速度ωｍｏｂを目標回転速度ωｍｏとして設定して回転速度制御を行う（時刻ｔ１２か
ら時刻ｔ１３）。
　発電回転速度制御部４７は、監視対象温度に基づく補正が必要な場合は、監視対象温度
に基づいて目標回転速度ωｍｏを決定して発電回転速度制御を行う（時刻ｔ１３から時刻
ｔ１５）。また、発電回転速度制御部４７は、発電回転速度制御中に、回転電機ＭＧの発
電量Ｗｇを目標発電量Ｗｇｏに維持する発電量維持制御を実行する（時刻ｔ１２から時刻
ｔ１５）。
【００５４】
　スリップ制御部４６は、出力軸Ｏの回転速度が上昇し、出力軸Ｏの回転速度に変速機構
ＴＭの変速比を乗算して算出した出力回転速度と、回転電機ＭＧの回転速度ωｍとの回転
速度差が所定値以下になった場合に、第二係合装置ＣＬ２を滑り係合状態から直結係合状
態に移行させるために、第二係合装置ＣＬ２の第二目標トルク容量Ｔ２ｏを完全係合容量
まで次第に増加するスイープアップを開始する（時刻ｔ１５）。また、スリップ制御部４
６は、回転電機ＭＧの発電回転速度制御を終了し、回転電機ＭＧのトルク制御を開始する
（時刻ｔ１５）。
　ここで、出力回転速度は、出力軸Ｏの回転速度を回転電機ＭＧ側の回転速度相当に換算
した回転速度であり、出力回転速度と回転電機ＭＧの回転速度ωｍとの回転速度差が、第
二係合装置ＣＬ２の係合部材間の回転速度差相当となる。
【００５５】
　スリップ制御部４６は、出力軸Ｏの回転速度が更に上昇し、回転電機ＭＧの回転速度ω
ｍと、エンジンＥの回転速度ωｅとの回転速度差が所定値以下になった場合（時刻ｔ１６
）に、第一係合装置ＣＬ１を滑り係合状態から直結係合状態に移行させるために、第一係
合装置ＣＬ１のエンジン回転速度制御を終了し、第一係合装置ＣＬ１の第一目標トルク容
量Ｔ１ｏを完全係合容量まで次第に増加するスイープアップを開始し、スイープアップが
終了した後、一連のスリップ制御を終了する（時刻ｔ１７）。
【００５６】
３－４－２．発電回転速度制御部４７
　次に、スリップ制御中に発電回転速度制御を実行する発電回転速度制御部４７について
詳細に説明する。
　発電回転速度制御部４７は、上記したように、第一係合装置ＣＬ１及び第二係合装置Ｃ
Ｌ２の双方が滑り係合状態であって回転電機ＭＧが発電中の状態で、回転電機ＭＧの回転
速度ωｍが目標回転速度ωｍｏに近づくように回転電機ＭＧの出力トルクＴｍを制御する
発電回転速度制御を実行する機能部である。
　そして、発電回転速度制御部４７は、発電回転速度制御において、回転電機ＭＧの温度
及びインバータＩＮの温度の少なくとも一方を監視対象温度として監視し、当該監視対象
温度に基づいて目標回転速度ωｍｏを決定すると共に、発電回転速度制御中の回転電機Ｍ
Ｇの発電量Ｗｇを目標発電量Ｗｇｏに維持する発電量維持制御を実行する。
　本実施形態では、発電回転速度制御部４７は、エンジンＥの駆動力による回転電機ＭＧ
の発電中に、上記したスリップ制御により、第一係合装置ＣＬ１及び第二係合装置ＣＬ２
の双方を滑り係合状態に制御している間に、発電回転速度制御を行うように構成されてい
る。
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【００５７】
３－４－２－１．回転電機ＭＧの発熱特性
　まず、回転電機ＭＧのコイルの発熱特性について説明する。
　回転電機ＭＧの発電量Ｗｇは、式（１）で示すように、回生トルクＴｇの大きさ（絶対
値）と回転電機ＭＧの回転速度ωｍとを乗算した値に比例する。
　Ｗｇ　∝　｜Ｔｇ｜×ωｍ　　　　・・・（１）
　よって、図４及び式（２）に示すように、発電量Ｗｇを一定量とする条件では、回生ト
ルクＴｇの大きさは、回転電機ＭＧの回転速度ωｍに反比例して変化する。
　｜Ｔｇ｜　∝　Ｗｇ／ωｍ　　　　・・・（２）
　このため、例えば、スリップ制御を行う際のように回転電機ＭＧの回転速度ωｍを低下
させる場合に、発電量Ｗｇを同じ量に維持するためには、回生トルクＴｇの大きさを増加
させる必要がある（例えば、図４における動作点Ａから動作点Ｂへの移行）。
【００５８】
　式（３）に示すように、回生トルクＴｇの大きさに比例して、回転電機ＭＧのコイルを
流れる電流Ｉｃが増加する。
　Ｉｃ　∝　｜Ｔｇ｜　　　　・・・（３）
　そして、式（４）に示すように、回転電機ＭＧのコイルを流れる電流Ｉｃの２乗に比例
して、コイルの発熱量Ｗｃが増加する。
　Ｗｃ　∝　Ｉｃ２　　　　・・・（４）
【００５９】
　コイルの温度Ｔｃは、定常状態では、コイルに加わる電流Ｉｃによる発熱量Ｗｃと、コ
イルから出ていく放熱量、冷却量とがバランスした温度となり、電流Ｉｃによる発熱量Ｗ
ｃが増加するにつれ、コイル温度Ｔｃが増加する定常特性となる。また、電流Ｉｃによる
発熱量Ｗｃは、発電量Ｗｇを一定量とする条件では、上記の式（２）、（３）、（４）よ
り、回転電機ＭＧの回転速度ωｍの２乗に反比例して変化する。
　よって、コイル温度Ｔｃは、図５に示すように、発電量Ｗｇを一定量とする条件では、
回転電機ＭＧの回転速度ωｍが低下するに従い上昇する定常特性となる。
【００６０】
３－４－２－２．回転電機ＭＧの温度に応じた回転速度の上昇
　例えば、図５に示すように、スリップ制御により回転電機ＭＧの回転速度ωｍが低下さ
れる前（ω１）では、高い発電量Ｗｇが設定されている場合でも、コイル温度Ｔｃが許容
上限温度Ｔｍｘｃ以下の温度Ｔ１に抑えられており（動作点Ａ）、高温によるコイルの劣
化が進行する恐れを抑制できている。しかし、スリップ制御により回転電機ＭＧの回転速
度ωｍを低下させ（ω２）、しかも発電量Ｗｇを変化させず一定量に維持する場合は、図
５の動作点Ｅに示すように、コイル温度Ｔｃは、定常状態では、許容上限温度Ｔｍｘｃを
超えた温度となり、高温によるコイルの劣化の恐れが生じる。そこで、コイル温度Ｔｃが
、コイルの許容上限温度Ｔｍｘｃを超えないように、回転電機ＭＧの回転速度ωｍをスリ
ップ制御により設定される回転速度（ω２）から、例えば、コイル温度Ｔｃが定常的に許
容上限温度Ｔｍｘｃになる回転速度（ω３、動作点Ｄ）以上に上昇させる必要がある。
【００６１】
　ここで、コイル温度Ｔｃは、コイルの熱容量などにより、コイルの発熱量Ｗｃの変化に
対して、例えば、一次遅れのような応答遅れを持って変化する。このため、図５に示すよ
うに、スリップ制御により動作点Ａから動作点Ｂまで回転電機ＭＧの回転速度ωｍが低下
された後、コイル温度Ｔｃは、動作点Ｂから動作点Ｅまで応答遅れをもって上昇していく
。よって、スリップ制御により回転電機ＭＧの回転速度ωｍが低下された後、コイル温度
Ｔｃが、許容上限温度Ｔｍｘｃを超えるまでには、タイムラグ、すなわち余裕時間が生じ
る。
【００６２】
　そこで、発電回転速度制御では、コイル温度Ｔｃ変化の応答遅れによる余裕時間の間は
、回転電機ＭＧの回転速度ωｍをスリップ制御により比較的低い値に設定される基準回転
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速度ωｍｏｂにできるだけ維持し、第二係合装置ＣＬ２の発熱低減などのスリップ制御の
利点が損なわれないようにしている。すなわち、発電回転速度制御部４７は、後述するよ
うに、コイルの熱容量により応答遅れを持って上昇するコイル温度Ｔｃに応じて回転電機
ＭＧの回転速度ωｍを上昇させるように構成されている。
【００６３】
３－４－２－３．インバータＩＮの発熱対策
　次に、インバータＩＮの発熱特性について説明する。
　インバータＩＮの発熱量は、回転電機ＭＧのコイルと同様に、回転電機ＭＧを流れる電
流Ｉｃが増加するにつれて増加する。
　インバータＩＮの温度Ｔｉｎは、定常状態では、電流ＩｃによるインバータＩＮの発熱
量と、インバータＩＮから出ていく放熱量、冷却量とがバランスした温度となり、電流Ｉ
ｃによる発熱量が増加するに従い、インバータ温度Ｔｉｎが増加する定常特性となる。よ
って、インバータ温度Ｔｉｎは、上記したコイルと同様に、発電量Ｗｇを一定量とする条
件では、回転電機ＭＧの回転速度ωｍが低下するに従い増加する定常特性となる。よって
、インバータ温度Ｔｉｎが、インバータＩＮの許容上限温度Ｔｍｘｉを超えないように、
回転電機ＭＧの回転速度ωｍをスリップ制御により設定される基準回転速度ωｍｏｂから
上昇させる必要がある。
【００６４】
　また、インバータＩＮの温度変化には、上記したコイルと同様に、インバータＩＮの熱
容量などによる応答遅れを有する。よって、インバータ温度Ｔｉｎ変化の応答遅れによる
余裕時間の間は、回転電機ＭＧの回転速度ωｍをスリップ制御により比較的低い値に設定
される回転速度（基準回転速度ωｍｏｂ）にできるだけ維持し、第二係合装置ＣＬ２の発
熱低減などのスリップ制御の利点が損なわれないようにしている。すなわち、発電回転速
度制御部４７は、後述するように、インバータ温度Ｔｉｎにも応じて回転電機ＭＧの回転
速度ωｍを上昇させるように構成されている。
【００６５】
３－４－２－４．発電回転速度制御部４７の構成
３－４－２－４－１．監視対象温度に基づいた目標回転速度ωｍｏの決定
　次に、本実施形態に係わる発電回転速度制御部４７の構成について詳細に説明する。
　発電回転速度制御部４７は、上記したように、回転電機ＭＧの温度としてのコイル温度
Ｔｃ及びインバータＩＮの温度Ｔｉｎの少なくとも一方を監視対象温度として監視し、当
該監視対象温度に基づいて目標回転速度ωｍｏを決定するように構成されている。
【００６６】
　まず、監視対象温度がコイル温度Ｔｃである場合の目標回転速度ωｍｏの決定方法につ
いて詳細に説明する。
　発電回転速度制御部４７は、図６の例に示すように、コイル温度Ｔｃが予め定められた
制御温度領域内である場合には、コイル温度Ｔｃが高くなるに従って高い値となるように
目標回転速度ωｍｏを決定するように構成されている。
　図６に示す例では、制御温度領域は、それぞれ許容上限温度Ｔｍｘｃより所定温度だけ
低い制御開始温度Ｔｓｃ以上の温度領域に設定されている。
【００６７】
　また、発電回転速度制御部４７は、図６に示すように、監視対象温度としてのコイル温
度Ｔｃが予め定められた許容上限温度Ｔｍｘｃとなった場合に、目標発電量Ｗｇｏに応じ
て規定された回転速度であって、回転電機ＭＧの運転時間に関わらず（すなわち定常的に
）、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを超えない回転速度である温度均衡回転速度
まで、目標回転速度ωｍｏを増加させるように構成されている。温度均衡回転速度は、図
７の例に示すように、目標発電量Ｗｇｏが増加するに従って増加する特性を有しており、
温度均衡回転速度は、図７に示すような、コイル温度Ｔｃ毎に予め設定された目標発電量
Ｗｇｏと温度均衡回転速度との関係特性に基づいて決定される。
　このように構成することにより、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃとなった場合
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に、コイル温度Ｔｃが定常的に許容上限温度Ｔｍｘｃとなる温度均衡回転速度まで、回転
電機ＭＧの回転速度ωｍが上昇されるので、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを超
えることを防止できる。
【００６８】
　なお、発電回転速度制御部４７は、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃとなった場
合に、温度均衡回転速度より高い回転速度まで、目標回転速度ωｍｏを増加させるように
構成されてもよい。このように構成すれば、より確実にコイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔ
ｍｘｃを超えることを防止できる。
　また、温度均衡回転速度は、スリップ制御中に設定されえる最大の目標発電量Ｗｇｏに
対応する所定の温度均衡回転速度、又は変動、外乱が生じてもコイル温度Ｔｃが許容上限
温度Ｔｍｘｃを超えないような所定の回転速度のように、目標発電量Ｗｇｏの変化に関わ
らず固定値に設定されるように構成されてもよい。このように構成すれば、簡単な構成で
確実にコイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを超えることを防止できる。
【００６９】
　また、図６に示す例では、発電回転速度制御部４７は、コイル温度Ｔｃが制御開始温度
Ｔｓｃから許容上限温度Ｔｍｘｃまで上昇するに従い、目標回転速度ωｍｏを、スリップ
制御により決定される基準回転速度ωｍｏｂから温度均衡回転速度まで次第に増加させる
ように構成されている。
　このように構成することにより、コイル温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃから許容上限温
度Ｔｍｘｃに近づくにつれ、回転電機ＭＧの回転速度ωｍを上昇させる共に回生トルクの
大きさを減少させ、監視対象物であるコイルの発熱量を減少させることができる。よって
、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃに近づくにつれ、コイル温度Ｔｃの上昇速度を
減少させ、コイル温度Ｔｃを、許容上限温度Ｔｍｘｃをオーバーシュートさせることなく
、滑らかに許容上限温度Ｔｍｘｃ以下の温度に収束させることができる。
　なお、図６に示す例では、目標回転速度ωｍｏは、コイル温度Ｔｃが増加するに従い、
一定の傾きで増加するように構成されているが、任意の傾きで増加するように構成されて
もよい。また、目標回転速度ωｍｏは、許容上限温度Ｔｍｘｃ以下のコイル温度Ｔｃで、
ステップ的に基準回転速度ωｍｏｂから温度均衡回転速度まで増加させるように構成され
てもよい。
【００７０】
　また、図６に示す例では、発電回転速度制御部４７は、コイル温度Ｔｃが許容上限温度
Ｔｍｘｃから増加するに従い、目標回転速度ωｍｏを、温度均衡回転速度から更に次第に
増加させるように構成されている。このように構成することにより、何らかの要因でコイ
ル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを超えた場合でも、目標回転速度ωｍｏを温度均衡回
転速度から更に増加させることができ、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを大幅に
超えることを抑制できる。
　或いは、発電回転速度制御部４７は、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを上回っ
た場合に、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃ以下になるまで、目標回転速度ωｍｏ
を温度均衡回転速度から徐々に増加させるように構成してもよい。
【００７１】
　発電回転速度制御部４７は、図６に示すように、コイル温度Ｔｃが予め定められた制御
温度領域の下限値（制御開始温度Ｔｓｃ）未満である場合には、基準回転速度ωｍｏｂを
、目標回転速度ωｍｏに決定するように構成されている。
【００７２】
　ここで、基準回転速度ωｍｏｂは、目標発電量Ｗｇｏを確保可能な下限回転速度に設定
されるように構成されていてもよい。下限回転速度は、回転電機ＭＧに出力可能な最大の
大きさの回生トルクを出力させる場合に、回転電機ＭＧの発電量Ｗｇが目標発電量Ｗｇｏ
になるような回転速度に設定される。
　このように構成すると、図３に示す時刻ｔ１２からｔ１３までの期間のように、スリッ
プ制御中にコイル温度Ｔｃに基づいた目標回転速度ωｍｏの増加を行なっていない期間に
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おいて、回転電機ＭＧの回転速度ωｍを、目標発電量Ｗｇｏを確保できる下限まで低下さ
せることができ、第二係合装置ＣＬ２の係合部材間の回転速度差を減少させることができ
る。よって、第二係合装置のＣＬ２の滑り係合状態における発熱を低減することができる
。なお、滑り係合状態における係合装置の発熱量は、係合部材間の回転速度差とスリップ
伝達トルクとを乗算した値に比例する。
【００７３】
　次に、監視対象温度がインバータ温度Ｔｉｎである場合の目標回転速度ωｍｏについて
説明する。
　発電回転速度制御部４７は、これまで説明したコイル温度Ｔｃの場合と同様の決定方法
で、インバータ温度Ｔｉｎに基づいて目標回転速度ωｍｏを決定するように構成される。
監視対象温度がコイル温度Ｔｃである場合の図６、図７は、監視対象温度がインバータ温
度Ｔｉｎである場合では、それぞれ、図８、図９となる。また、監視対象温度がコイル温
度Ｔｃである場合の許容上限温度Ｔｍｘｃ、制御開始温度Ｔｓｃは、監視対象温度がイン
バータ温度Ｔｉｎである場合では、図８に示すよう許容上限温度Ｔｍｘｉ、制御開始温度
Ｔｓｉとなる。
　監視対象温度がインバータ温度Ｔｉｎである場合における制御温度領域、許容上限温度
Ｔｍｘｉ、制御開始温度Ｔｓｉ、温度均衡回転速度などの設定値は、インバータＩＮの発
熱特性などに合わせて設定される。
【００７４】
　次に、監視対象温度としてコイル温度Ｔｃ及びインバータ温度Ｔｉｎの双方が設定され
ている場合の例について説明する。
　発電回転速度制御部４７が、回転電機ＭＧの温度としてのコイル温度Ｔｃに基づく第一
目標回転速度ωｍｏ１と、インバータＩＮの温度に基づく第二目標回転速度ωｍｏ２とを
決定し、第一目標回転速度ωｍｏ１及び第二目標回転速度ωｍｏ２のいずれか高い方に基
づいて目標回転速度ωｍｏを決定するように構成されている。
【００７５】
　図１０に示す例では、発電回転速度制御部４７に備えられた第一目標回転速度決定部５
０が、上記したように、コイル温度Ｔｃに基づいて、第一目標回転速度ωｍｏ１を決定し
、第二目標回転速度決定部５１が、インバータ温度Ｔｉｎに基づいて、第二目標回転速度
ωｍｏ２を決定するように構成されている。そして、最大値取り器５２が、第一目標回転
速度ωｍｏ１及び第二目標回転速度ωｍｏ２のいずれか高い方を、仮目標回転速度ωｍｏ
ｔとして設定するように構成されている。
　また、図１０に示す例では、基準回転速度決定部５８が、上記したように、目標発電量
Ｗｇｏに基づいて基準回転速度ωｍｏｂを決定するように構成されている。或いは、スリ
ップ制御部４６が決定した基準回転速度ωｍｏｂを用いるように構成してもよい。
【００７６】
　第一係合装置ＣＬ１の滑り係合状態で、回転電機ＭＧの回転速度ωｍが、エンジンＥの
回転速度ωｅより高くなると、第一係合装置ＣＬ１を回転電機ＭＧ側からエンジンＥ側に
スリップ伝達トルクが伝達されるようになり、エンジンＥの駆動力による回転電機ＭＧの
発電を行うことができなくなる。
　このため、図１０に示す例では、上限制限器５３は、仮目標回転速度ωｍｏｔをエンジ
ンＥの回転速度ωｅで上限制限した値を目標回転速度ωｍｏとして設定するように構成さ
れている。具体的には、上限制限器５３は、仮目標回転速度ωｍｏｔと、エンジンＥの回
転速度ωｅとの小さい方の値を、目標回転速度ωｍｏとして設定するように構成されてい
る。
　このように構成すると、回転電機ＭＧの回転速度ωｍをエンジンＥの回転速度ωｅ以下
に維持できる。よって、第一係合装置ＣＬ１のスリップ伝達トルクが、エンジンＥ側から
回転電機ＭＧ側に伝達される状態を維持でき、エンジンＥの駆動力による回転電機ＭＧの
発電を継続的に行うことができる。
【００７７】
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　また、本実施形態では、発電回転速度制御部４７は、監視対象温度に基づき決定された
目標回転速度ωｍｏがエンジンＥの回転速度ωｅに上限制限されて、目標回転速度ωｍｏ
がエンジンＥの回転速度ωｅに決定された場合は、第一係合装置ＣＬ１を滑り係合状態か
ら直結係合状態に移行させるように構成されている。より詳細には、発電回転速度制御部
４７は、回転電機ＭＧの回転速度ωｍとエンジンＥの回転速度ωｅとの回転速度差が所定
値以下になった場合に、第一係合装置ＣＬ１の第一目標トルク容量Ｔ１ｏを完全係合容量
まで次第に増加させるスイープアップを行って、第一係合装置ＣＬ１を滑り係合状態から
直結係合状態に移行させるように構成されている。これにより、エンジンＥの駆動力が回
転電機ＭＧに直接伝達されて、エンジンＥの駆動力による回転電機ＭＧの発電を安定的に
行わせることができる。
【００７８】
　或いは、発電回転速度制御部４７は、仮目標回転速度ωｍｏｔをエンジンＥの回転速度
ωｅで上限制限せずに、仮目標回転速度ωｍｏｔをそのまま目標回転速度ωｍｏとして設
定するように構成されてもよい。この場合も、発電回転速度制御部４７は、回転電機ＭＧ
の回転速度ωｍとエンジンＥの回転速度ωｅとの回転速度差が所定値以下になった場合に
、第一係合装置ＣＬ１の第一目標トルク容量Ｔ１ｏを完全係合容量まで次第に増加させる
スイープアップを行って、第一係合装置ＣＬ１を滑り係合状態から直結係合状態に移行さ
せるように構成される。このように構成すると、回転電機ＭＧの目標回転速度ωｍｏがエ
ンジンＥの回転速度ωｅを上回るまで増加されるような場合でも、第一係合装置ＣＬ１を
直結係合状態に制御することで、エンジンＥの駆動力が回転電機ＭＧに伝達されることを
確保しつつ、回転電機ＭＧの回転速度ωｍを上昇させて、回転電機ＭＧ及びインバータＩ
Ｎの双方の過熱を抑制することができる。なお、第一係合装置ＣＬ１が直結係合状態に制
御された場合は、エンジンＥの回転速度ωｅは、回転電機ＭＧの回転速度ωｍとともに、
回転電機ＭＧの回転速度制御により目標回転速度ωｍｏに制御される。
【００７９】
　また、発電回転速度制御部４７は、回転電機ＭＧの回転速度ωｍが目標回転速度ωｍｏ
に近づくように、回転電機要求トルクＴｍｏを変化させる回転電機ＭＧの回転速度制御を
行うように構成されており、回転フィードバック制御器５４を備えている。
【００８０】
３－４－２－４－２．発電回転速度制御による各要求トルクの決定
　発電回転速度制御部４７は、上記したように、発電回転速度制御中の回転電機ＭＧの発
電量Ｗｇを目標発電量Ｗｇｏに維持する発電量維持制御を実行するように構成されている
。
　本実施形態では、発電回転速度制御部４７は、発電量維持制御において、目標回転速度
ωｍｏと目標発電量Ｗｇｏとに基づいて回転電機ＭＧに出力させるべき目標のトルクであ
る目標回生トルクＴｇｏを決定し、当該目標回生トルクＴｇｏに基づいて、第一係合装置
ＣＬ１の伝達トルク、第二係合装置ＣＬ２の伝達トルク、及びエンジンＥの出力トルクＴ
ｅのいずれか１つ以上を制御するように構成されている。
【００８１】
　回転電機ＭＧの出力トルクＴｍとなる回転電機要求トルクＴｍｏは、回転電機ＭＧの回
転速度制御により自動的に決定されるため、目標発電量Ｗｇｏを維持するために必要とな
る目標回生トルクＴｇｏを回転電機要求トルクＴｍｏに直接設定できない。そこで、回転
電機ＭＧの慣性系に外部から作用するトルク（外部作用トルク）、すなわち、第一係合装
置ＣＬ１の伝達トルク、第二係合装置ＣＬ２の伝達トルク、及びエンジンＥの出力トルク
Ｔｅのいずれか１つ以上を変化させることにより、間接的に回転電機要求トルクＴｍｏが
目標回生トルクＴｇｏに近づくように制御する。例えば、回転電機ＭＧの慣性系に外部か
ら作用しているトルクが増減すると、外部作用トルクの増減に抗して回転電機ＭＧの回転
速度ωｍを目標回転速度ωｍｏに維持するために、外部作用トルクの増減分だけ回転電機
要求トルクＴｍｏが回転速度制御により自動的に増減される。
【００８２】
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　よって、上記の構成のように、目標回生トルクＴｇｏに基づいて、第一係合装置ＣＬ１
の伝達トルク、第二係合装置ＣＬ２の伝達トルク、及びエンジンＥの出力トルクＴｅのい
ずれか１つ以上を制御することにより、回転電機ＭＧの慣性系に外部から作用しているト
ルクを、目標回生トルクＴｇｏの増減分だけ変化させることができ、回転電機要求トルク
Ｔｍｏを目標回生トルクＴｇｏの増減分だけ回転速度制御により自動的に変化させること
ができる。
【００８３】
　本実施形態では、図１１に示すように、発電回転速度制御部４７に備えられた目標回生
トルク決定部５５が、式（１）及び図４に示すような発電特性を用いて、目標回転速度ω
ｍｏと目標発電量Ｗｇｏとに基づいて回転電機ＭＧに出力させるべき目標回生トルクＴｇ
ｏを決定するように構成されている。ここで、目標回生トルクＴｇｏは、負となる回生ト
ルクの絶対値に対応している。
　この構成によれば、図４に示すような発電特性に従い、スリップ制御の開始により目標
回転速度ωｍｏが基準回転速度ωｍｏｂまで減少されると目標回生トルクＴｇｏが増加さ
れ（動作点Ａから動作点Ｂへの変化に相当）、監視対象温度の上昇とともに目標回転速度
ωｍｏが基準回転速度ωｍｏｂから増加されると目標回生トルクＴｇｏが減少される（動
作点Ｃから動作点Ｄへの変化に相当）。
【００８４】
　また、本実施形態では、発電回転速度制御部４７は、目標回生トルクＴｇｏに基づいて
、エンジンＥの出力トルクＴｅを制御するように構成されている。具体的には、図１１に
示すように、発電回転速度制御部４７は、車両要求トルクＴｒｑに目標回生トルクＴｇｏ
を加算した値をエンジン要求トルクＴｅｏとして設定するトルク制御を行うように構成さ
れている。
　そして、発電回転速度制御部４７は、第一係合装置ＣＬ１の伝達トルクの制御として、
エンジンＥの回転速度ωｅがエンジンＥの目標回転速度ωｅｏに近づくように、第一目標
トルク容量Ｔ１ｏを変化させるエンジン回転速度制御を行うように構成されており、回転
フィードバック制御器５６を備えている。
　この構成によれば、エンジンＥの出力トルクＴｅは、目標回生トルクＴｇｏの増減分だ
け変化する。エンジンＥの出力トルクＴｅが増減すると、エンジンＥの回転速度ωｅが変
化しようとするが、第一係合装置ＣＬ１のエンジン回転速度制御により第一係合装置ＣＬ
１の伝達トルクが自動的に増減されて、エンジンＥの回転速度ωｅがエンジンＥの目標回
転速度ωｅｏに維持される。例えば、目標回生トルクＴｇｏの増加分だけエンジンＥの出
力トルクＴｅが増加されると、エンジン回転速度制御によりエンジンＥの出力トルクＴｅ
の増加分だけ第一係合装置ＣＬ１の伝達トルクが自動的に増加する。よって、目標回生ト
ルクＴｇｏの増加分だけ第一係合装置ＣＬ１の伝達トルクが増加することとなる。なお、
この伝達トルクの増加分だけエンジンＥの慣性系に作用するトルクが減少し、エンジンＥ
の回転速度ωｅが目標回転速度ωｅｏに維持される。
【００８５】
　この第一係合装置ＣＬ１の伝達トルクは、回転電機ＭＧの慣性系に外部から作用するト
ルクとなる。そして、回転電機ＭＧの慣性系に外部から作用するトルクが増加すると、上
記した回転電機ＭＧの回転速度制御により、第一係合装置ＣＬ１の伝達トルクの増加分だ
け回転電機ＭＧの出力トルクＴｍが自動的に減少することとなる。よって、目標回生トル
クＴｇｏの増加分だけ回転電機ＭＧの出力トルクＴｍが減少することとなる。
【００８６】
　従って、目標回生トルクＴｇｏの増加分だけ、エンジンＥの出力トルクＴｅが増加され
と、第一係合装置ＣＬ１によるエンジン回転速度制御により、この増加分だけ第一係合装
置ＣＬ１の伝達トルクが自動的に増加され、更に回転電機回転速度制御によりこの増加分
だけ回転電機ＭＧの出力トルクＴｍが自動的に減少される。
　従って、上記の構成によれば、エンジンＥの出力トルクＴｅを目標回生トルクＴｇｏの
増加分だけ増加させることにより、間接的に、目標回生トルクＴｇｏの増加分だけ回転電
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機ＭＧの出力トルクＴｍが減少され、回転電機ＭＧの回生トルクの大きさを増加させるこ
とができる。
【００８７】
　なお、発電回転速度制御部４７は、第二係合装置ＣＬ２の伝達トルクの制御として、車
両要求トルクＴｒｑを第二目標トルク容量Ｔ２ｏとして設定するトルク制御を行うように
構成されており、設定器５７を備えている。このため、回転電機ＭＧの慣性系に第二係合
装置ＣＬ２側から作用するトルクは、目標回生トルクＴｇｏの増減に関わらず変化しない
。
【００８８】
３－４－２－４－３．発電回転速度制御の挙動
＜例１＞
　次に、発電回転速度制御の挙動について、図３の例を参照して説明する。図３に示す例
は、監視対象温度としてのコイル温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃに達する場合の例である
。なお、監視対象温度としてのインバータ温度Ｔｉｎは制御開始温度Ｔｓｉに達していな
いものとする（不図示）。
　上記したように、スリップ制御の開始後、第一係合装置ＣＬ１が滑り係合状態になった
と判定された場合に、発電回転速度制御が開始される（時刻ｔ１２）。
　回転電機ＭＧの目標回転速度ωｍｏが基準回転速度ωｍｏｂに低下される前まで（時刻
ｔ１２まで）は、目標回生トルクＴｇｏは比較的小さい値に設定されているので、コイル
温度Ｔｃは、許容上限温度Ｔｍｘｃ及び制御開始温度Ｔｓｃより低い温度Ｔ１に維持され
ている。これは、上記したように、スリップ制御が開始される前のエンジンＥ及び回転電
機ＭＧの目標回転速度は、目標発電量Ｗｇｏに基づいて、コイル温度Ｔｃが許容上限温度
Ｔｍｘｃより低い温度に維持されるような回転速度に設定されているためである。
【００８９】
　スリップ制御の開始後、回転電機ＭＧの目標回転速度ωｍｏが基準回転速度ωｍｏｂま
で低下されると、回転電機ＭＧの発電量Ｗｇを目標発電量Ｗｇｏに維持するために、目標
回生トルクＴｇｏが、図４に示すような特性に基づいて、目標回転速度ωｍｏの低下に反
比例して増加される。
　本実施形態では、図１１を参照して説明したように、目標回生トルクＴｇｏの増加分だ
け、エンジン要求トルクＴｅｏが増加される。そして、第一係合装置ＣＬ１によるエンジ
ン回転速度制御により、この増加分だけ第一目標トルク容量Ｔ１ｏが自動的に増加され、
更に回転電機回転速度によりこの増加分だけ回転電機要求トルクＴｍｏが自動的に減少さ
れる。よって、回転電機要求トルクＴｍｏが、目標回生トルクＴｇｏの増加分だけ間接的
に減少され、回転電機ＭＧの発電量Ｗｇが目標発電量Ｗｇｏに維持される。
【００９０】
　目標回転速度ωｍｏが低下され、回生トルクＴｇの大きさが増加すると、コイルの発熱
量Ｗｃが増加する。コイル温度Ｔｃは、コイルの発熱量Ｗｃの増加に対して、コイルの熱
容量などによる応答遅れを有して上昇していく（時刻ｔ１２から時刻ｔ１３）。よって、
目標回転速度ωｍｏの低下後、コイル温度Ｔｃが、制御開始温度Ｔｓｃに到達するまでに
はタイムラグが生じている（時刻ｔ１２から時刻ｔ１３までの期間）。このタイムラグの
間は、回転電機ＭＧの回転速度ωｍを比較的低い値に設定された基準回転速度ωｍｏｂに
維持することができており、第二係合装置ＣＬ２の係合部材間の回転速度差を低減し、第
二係合装置ＣＬ２の発熱量を低減することができている。
【００９１】
　そして、コイル温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃを上回ると、発電回転速度制御における
目標回転速度ωｍｏが、コイル温度Ｔｃが増加するに従い、基準回転速度ωｍｏｂから増
加されていく。図３に示す例では、発電回転速度制御部４７は、上記したように、コイル
温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃから許容上限温度Ｔｍｘｃに近づくに従い、目標回転速度
ωｍｏを基準回転速度ωｍｏｂから温度均衡回転速度まで次第に増加させるように構成さ
れている。このため、図３に示すように、コイル温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃから許容
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上限温度Ｔｍｘｃに近づくにつれ、コイル温度Ｔｃの増加速度を減少させ、コイル温度Ｔ
ｃを、許容上限温度Ｔｍｘｃをオーバーシュートさせることなく、滑らかに許容上限温度
Ｔｍｘｃに収束させることができている。よって、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘ
ｃを超えることを防止できている。
【００９２】
　また、上記のようにコイル温度Ｔｃに基づいて目標回転速度ωｍｏを決定することによ
り、コイル温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃ以下の範囲にある場合に、目標回転速度ωｍｏ
を最大限に低下させることができ、第二係合装置ＣＬ２の発熱量を低減することができて
いる。
【００９３】
　そして、出力回転速度の増加により、第二係合装置ＣＬ２が直結係合状態にされると、
発電回転速度制御が終了される（時刻ｔ１５）。
【００９４】
＜例２＞
　次に、発電回転速度制御の挙動の別例について、図１２の例を参照して説明する。図１
２に示す例は、図３の場合とは異なり、発電回転速度制御により目標回転速度ωｍｏがエ
ンジンＥの回転速度ωｅまで増加される場合の例である。このような場合として、例えば
、コイルを冷却する冷媒が、第二係合装置ＣＬ２を冷却する冷媒と共用されており、第二
係合装置ＣＬ２がスリップ制御中に滑り係合状態にされ発熱することにより、コイルを冷
却する冷媒の温度がスリップ制御前よりも上昇することなどにより生じる。これ以外の条
件は、図３の場合と同様である。
【００９５】
　なお、図１２に示す例では、発電回転速度制御部４７は、第二係合装置ＣＬ２の発熱な
どによるコイル温度Ｔｃの上昇も考慮して、コイル温度Ｔｃが許容上限温度Ｔｍｘｃを超
えないように、コイル温度Ｔｃに基づいて目標回転速度ωｍｏを決定するように構成され
ている。
【００９６】
　このため、図１２に示す例では、コイル温度Ｔｃが制御開始温度Ｔｓｃを上回った後（
時刻ｔ２３以降）、目標回転速度ωｍｏが、図３に示す例よりも、大きい傾きで増加され
ており、エンジンＥの回転速度ωｅまで増加されている。上記のように、発電回転速度制
御部４７は、目標回転速度ωｍｏをエンジンＥの回転速度ωｅで上限制限して設定するよ
うに構成されている（時刻ｔ２４からｔ２６）。このため、目標回転速度ωｍｏがエンジ
ンＥの回転速度ωｅ以下に制限されている。よって、第一係合装置ＣＬ１のスリップ伝達
トルクが、エンジンＥ側から回転電機ＭＧ側に伝達される状態を維持でき、エンジンＥの
駆動力による回転電機ＭＧの発電を行うことができている。
【００９７】
　また、発電回転速度制御部４７は、回転電機ＭＧの回転速度ωｍとエンジンＥの回転速
度ωｅとの回転速度差が所定値以下になった場合に、第一係合装置ＣＬ１を直結係合状態
に移行させるように構成されている。このため、前記回転速度差が所定値以下になった場
合に、第一目標トルク容量Ｔ１ｏを完全係合容量までスイープアップさせ、直結係合状態
に移行させている（時刻ｔ２４）。よって、エンジンＥの駆動力が回転電機ＭＧに直接伝
達されて、エンジンＥの駆動力による回転電機ＭＧの発電を安定的に行わせることができ
ている。
【００９８】
　或いは、第一係合装置ＣＬ１を直結係合状態に移行させた後、第二係合装置ＣＬ２が直
結係合されるまでの間（時刻ｔ２４から時刻ｔ２６の期間）に、上記したように、目標回
転速度ωｍｏをエンジンＥの回転速度ωｅで上限制限するように構成せずに、発電回転速
度制御を実行して、コイル温度Ｔｃに基づき目標回転速度ωｍｏを決定するように構成さ
れてもよい。このように構成すれば、コイルの過熱をより確実に抑制することができる。
【００９９】
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〔その他の実施形態〕
　最後に、本発明のその他の実施形態について説明する。なお、以下に説明する各実施形
態の構成は、それぞれ単独で適用されるものに限られず、矛盾が生じない限り、他の実施
形態の構成と組み合わせて適用することも可能である。
【０１００】
（１）上記の実施形態においては、変速機構ＴＭの複数の係合装置の中の１つが、スリッ
プ制御中に滑り係合状態に制御される第二係合装置ＣＬ２とされている場合を例として説
明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、車両用駆動装置１
は、回転電機ＭＧと変速機構ＴＭと間の動力伝達経路２に更に係合装置を備え、当該係合
装置が、スリップ制御中に滑り係合状態に制御される第二係合装置ＣＬ２とされてもよい
。
【０１０１】
　或いは、車両用駆動装置１は、回転電機ＭＧと変速機構ＴＭと間の動力伝達経路２に更
にトルクコンバータを備え、トルクコンバータの入出力部材間を直結係合状態にするロッ
クアップクラッチが、第二係合装置ＣＬ２とされてもよい。この場合、第二係合装置ＣＬ
２は、スリップ制御中に滑り係合状態に制御される。
　これらの場合は、車両用駆動装置１において、変速機構ＴＭが備えられないように構成
されてもよい。
【０１０２】
（２）上記の実施形態においては、変速機構ＴＭが有段の自動変速装置である場合を例と
して説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、変速機構Ｔ
Ｍが、連続的に変速比を変更可能な無段の自動変速装置など、有段の自動変速装置以外の
変速装置にされるように構成されてもよい。この場合も、変速機構ＴＭに備えられた係合
装置が、スリップ制御中に滑り係合状態に制御される第二係合装置ＣＬ２とされ、或いは
変速機構ＴＭとは別に設けられた係合装置が第二係合装置ＣＬ２とされてもよい。
【０１０３】
（３）上記の実施形態において、制御装置３０は、複数の制御ユニット３２～３４を備え
、これら複数の制御ユニット３２～３４が分担して複数の機能部４１～４７を備える場合
を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、制御
装置３０は、上述した複数の制御ユニット３２～３４を任意の組み合わせで統合又は分離
した制御装置として備えるようにしてもよく、複数の機能部４１～４７の分担も任意に設
定することができる。
【０１０４】
（４）上記の実施形態において、発電回転速度制御は、スリップ制御による車両の発進中
に実行される場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない
。すなわち、発電回転速度制御は、第一係合装置ＣＬ１及び第二係合装置ＣＬ２の双方が
滑り係合状態であって回転電機ＭＧが発電中の状態であれば何れの状態であってもよく、
例えば、極低速走行中、又は車両の減速中に実行されるように構成されてもよい。
【０１０５】
（５）上記の実施形態において、発電回転速度制御部４７は、図１０を参照して、回転電
機ＭＧの温度としてのコイル温度Ｔｃ及びインバータＩＮの温度の双方を監視対象温度と
している場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。す
なわち、発電回転速度制御部４７は、回転電機ＭＧの温度及びインバータＩＮの温度の少
なくとも一方を監視対象温度とすればよく、例えば、回転電機ＭＧの温度のみを監視対象
温度とする、又は、インバータＩＮの温度のみを監視対象温度とするように構成されても
よい。
【０１０６】
（６）上記の実施形態において、発電回転速度制御部４７が、監視対象温度が予め定めら
れた制御温度領域内である場合には、監視対象温度が高くなるに従って高い値となるよう
に目標回転速度ωｍｏを決定するように構成されている場合を例として説明した。しかし
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、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、監視対象温度に基づいて目標回転
速度ωｍｏを決定するのであればその決定方法は任意であってもよく、例えば、発電回転
速度制御部４７は、監視対象温度が許容上限温度Ｔｍｘｃ以下に設定された目標温度に近
づくように、或いは監視対象温度が当該目標温度以下になるように、目標回転速度ωｍｏ
をフィードバック制御により変化させるように構成されてもよい。
【０１０７】
（７）上記の実施形態において、制御温度領域は、許容上限温度Ｔｍｘｃより所定温度だ
け低い制御開始温度Ｔｓｃ以上の温度領域に設定されている場合を例として説明した。し
かし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、制御温度領域は、許容上限温
度Ｔｍｘｃを含む所定の温度範囲であれば何れの温度範囲に設定されてもよく、当該制御
温度領域内にある場合に、監視対象温度が高くなるに従って高い値になるように目標回転
速度ωｍｏが決定されるように構成されればよい。
【０１０８】
（８）上記の実施形態において、発電回転速度制御部４７は、目標回生トルクＴｇｏに基
づいてエンジン要求トルクＴｅｏを決定するように構成されている場合を例として説明し
た。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、発電回転速度制御部４
７は、目標回生トルクＴｇｏに基づいて、第一係合装置ＣＬ１の伝達トルク、第二係合装
置ＣＬ２の伝達トルク、及びエンジンＥの出力トルクＴｅのいずれか１つ以上を制御する
ように構成されていればよく、例えば、目標回生トルクＴｇｏに基づいて第一目標トルク
容量Ｔ１ｏを決定するように構成されていてもよい。
　例えば、発電回転速度制御部４７は、第一係合装置ＣＬ１の伝達トルクの制御として、
車両要求トルクＴｒｑに目標回生トルクＴｇｏを加算した値を、第一目標トルク容量Ｔ１
ｏとして設定するトルク制御を行うように構成され、エンジンＥの出力トルクＴｅの制御
として、エンジンＥの回転速度ωｅがエンジンＥの目標回転速度ωｅｏに近づくようにエ
ンジン要求トルクＴｅｏを変化させるエンジン回転速度制御を行うように構成されてもよ
い。
　或いは、発電回転速度制御部４７は、車両要求トルクＴｒｑに基づいて決定された第二
目標トルク容量Ｔ２ｏを、目標回生トルクＴｇｏに基づいて補正するなど、目標回生トル
クＴｇｏに基づいて第二目標トルク容量Ｔ２ｏを決定するように構成されてもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明は、内燃機関に駆動連結される入力部材と車輪に駆動連結される出力部材とを結
ぶ動力伝達経路２に、前記入力部材の側から、第一係合装置、回転電機、第二係合装置、
の順に設けられた車両用駆動装置を制御対象とする制御装置に好適に利用することができ
る。
【符号の説明】
【０１１０】
１　　　　：車両用駆動装置
２　　　　：動力伝達経路
３０　　　：制御装置
３１　　　：エンジン制御装置
３２　　　：回転電機制御ユニット
３３　　　：動力伝達制御ユニット
３４　　　：車両制御ユニット
４１　　　：エンジン制御部
４２　　　：回転電機制御部
４３　　　：変速機構制御部
４４　　　：第一係合装置制御部
４５　　　：第二係合装置制御部
４６　　　：スリップ制御部
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４７　　　：発電回転速度制御部
５０　　　：第一目標回転速度決定部
５１　　　：第二目標回転速度決定部
５２　　　：最大値取り器
５３　　　：上限制限器
５４　　　：回転フィードバック制御器
５５　　　：目標回生トルク決定部
５６　　　：回転フィードバック制御器
５７　　　：設定器
５８　　　：基準回転速度決定部
ＡＰ　　　：アクセルペダル
ＢＴ　　　：バッテリ
ＣＬ１　　：第一係合装置
ＣＬ２　　：第二係合装置
Ｅ　　　　：エンジン（内燃機関）
Ｅｏ　　　：エンジン出力軸（入力部材）
Ｉ　　　　：入力軸
Ｍ　　　　：中間軸
Ｏ　　　　：出力軸（出力部材）
ＩＮ　　　：インバータ
ＭＧ　　　：回転電機
ＰＣ　　　：油圧制御装置
ＴＭ　　　：変速機構
Ｗ　　　　：車輪
Ｓｅ１　　：エンジン回転速度センサ
Ｓｅ２　　：入力回転速度センサ
Ｓｅ３　　：出力回転速度センサ
Ｓｅ４　　：アクセル開度検出センサ
Ｓｅ５　　：バッテリ充電状態検出センサ
ωｅ　　　：エンジンの回転速度
ωｅｏ　　：エンジンの目標回転速度
ωｍ　　　：回転電機の回転速度
ωｍｏ　　：回転電機の目標回転速度
ωｍｏ１　：第一目標回転速度
ωｍｏ２　：第二目標回転速度
ωｍｏｂ　：基準回転速度
Ｔｅ　　　：エンジンの出力トルク
Ｔｅｏ　　：エンジン要求トルク
Ｔｍ　　　：回転電機の出力トルク
Ｔｍｏ　　：回転電機要求トルク
Ｔｒｑ　　：車両要求トルク
Ｔｇ　　　：回生トルク
Ｔｇｏ　　：目標回生トルク
Ｔ１ｏ　　：第一目標トルク容量
Ｔ２ｏ　　：第二目標トルク容量
Ｔｃ　　　：コイル温度（回転電機の温度）
Ｔｉｎ　　：インバータ温度
Ｔｍｘｃ　：許容上限温度（コイル温度）
Ｔｓｃ　　：制御開始温度（コイル温度）
Ｔｍｘｉ　：許容上限温度（インバータ温度）
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Ｔｓｉ　　：制御開始温度（インバータ温度）
Ｉｃ　　　：電流
Ｗｃ　　　：発熱量
Ｗｇ　　　：発電量
Ｗｇｏ　　：目標発電量

【図１】 【図２】
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